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上尾特別支援学校における SW-PBS（School-Wide Positive Behavior Support）の構築を目指して 

－１年次：PBSの基礎知識の共有と、行動を支える視覚的フィードバックの実践－ 

 

要旨 

SW-PBS の構築を目指す１年次の取組として、PBS の基礎知識の理解の共有、視覚的フィードバックの実践、

特別非常勤講師によるモニタリングと助言、学校研究報告会「学びのフェスタ」による実践共有を行った。教職員

アンケートの結果、肯定的支援スキルに関する全１９項目の平均得点は事前 3.73点から事後 3.94点へ有意に

向上し、特に児童生徒の望ましい行動や成長に注目する項目で変化が見られた。また、視覚的フィードバックに取

り組めた教職員は 88.9％であり、多くがその有用性を実感していた。さらに、学びのフェスタの満足度も高く、実

践を共有する機会として肯定的に受け止められた。以上より、本研究は特別支援学校における SW-PBS 実践の

基盤形成に一定の成果があったと考えられる。 

 

Ⅰ． 目的 

近年、学校現場においては、児童生徒の問題行動や不適応行動への対応が大きな課題となっている。こうした

行動は、個々の児童生徒の特性や努力不足として捉えられることが多かったが、近年では行動を「環境との相互

作用の中で形成・維持されるもの」と捉え、学校全体で予防的・肯定的に支援していく視点の重要性が示されて

いる（庭山, 2020）。一方で、指導や支援の在り方が、教職員の意図とは異なり、児童生徒の尊厳を損なう形で

行われてしまう「教室マルトリートメント」への懸念も指摘されている。 

川上（2022）は、体罰や暴言を伴わない場合であっても、過度な叱責、無視、否定的な関わりなどが、心理的

虐待やネグレクトに類似した影響を及ぼしうることを示し、これらを「教室マルトリートメント」と概念化している。ま

た、藤阪（2023）は、学校におけるマルトリートメントに関する先行研究を概観し、その多くが教師の指導行動に焦

点を当てつつも、子どもの視点が十分に反映されていない現状を指摘している。特に、発達途上にある児童生徒

にとって、日常的な否定的関わりや予測不可能な指導は、情緒の不安定さや行動上の困難を助長する要因となり

得ることが示唆されている（友田, 2022）。 

こうした背景のもと、近年注目されているのが、School-Wide Positive Behavior Support（以下、SW-PBS）

である。SW-PBS は、行動を「指導すべき学習課題」として捉え、学校全体で共通の価値観や行動期待を明確

化し、環境調整や肯定的フィードバックを通して、児童生徒の望ましい行動を育成する包括的な枠組みである

（Sugai & Horner, 2006）。米国ではすでに 26,000 校以上の学校で導入され、問題行動の減少や学校適

応感の向上といった効果が実証されている（Bradshaw et al., 2012）。また、日本国内においても、通常の小・

中・高等学校を中心に、SW-PBS の導入と実践が広がりつつあり、問題行動の減少や向社会的行動の増加が

報告されている（松山・三田地, 2020）。 

しかしながら、特別支援学校における SW-PBS の実践研究はまだ少なく、学校全体で共有可能なモデルや

実践知が十分に蓄積されているとは言い難い。特別支援学校では、児童生徒一人ひとりの障害特性や教育的ニ

ーズに応じた「個別に応じた指導」が教育の基盤として日常的に行われており、この点は大きな強みである。一方

で、支援が個別化されることで、教職員間における支援の視点や関わり方の基準が共有されにくく、結果として指

導が属人的になりやすいという課題も指摘できる。 

庭山（2020）は、SW-PBS の意義として、個別支援を否定するものではなく、むしろ個別の支援を支える「学

校全体の共通理解と環境づくり」を整える点にあることを指摘している。特別支援学校においても、個別支援の土
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台として、共通の行動観や支援の枠組みを構築することは、教室マルトリートメントの予防や、児童生徒の安心感・

予測可能性の向上につながると考えられる。 

以上を踏まえ、本研究では、上尾特別支援学校における SW-PBS の構築を目指し、１年次の取組として、

SW-PBS に関する基礎的内容の共通理解を全教職員で共有するとともに、児童生徒の行動を支える視覚的フ

ィードバックの実践に取り組む。視覚的フィードバックは、見通しをもって行動することが難しい児童生徒にとって有

効な支援手立てであり、成功体験を肯定的に伝える方法としても有用である（松山・三田地, 2020）。本研究を

通して、特別支援学校の特性を踏まえた SW-PBS 実践の基盤を整え、安心して学び、生活できる学校環境の

形成につなげることを目的とする。 

 

Ⅱ． 方法 

1. 研究期間と内容 

研究期間は、令和７年 7月 24日～令和８年３月２３日で行った。また、実施日と内容について表１に示す。 

 

２．PBSの基礎知識の共有 

教職員の PBS に関する基礎知識の理解を促すため、外部専門家による研修を実施した。７月２４日には、上越

教育大学大学院学校教育研究科の村浦新之助先生を講師に迎え、「ポジティブ行動支援とは？」をテーマとした

研修を行った（図１、図２）。また、８月２０日には、東京学芸大学教育心理学講座・教職大学院の松山康成先生を

講師に迎え、「学校・学級が変わる！ポジティブ行動支援」をテーマとした研修を実施した。さらに、学校公開講座

として、村浦新之助先生による「ポジティブ行動支援（PBS）の考え方」と題したオンデマンド講座を実施した。本

講座は、７月２４日の研修に先立ち、教職員が事前に視聴できるよう配信した。 

日付 内容 

７月２４日 村浦新之助先生による研修：「ポジティブ行動支援とは？」 

８月２０日 松山康成先生による研修：「学校・学級が変わる！ポジティブ行動支援」 

９月２日 
研究部による SW-PBSについての説明 

学部教育目標を基に個別の教育目標の設定 

１０月２７日 
松山康成先生によるモニタリング及び取り組みへの助言 

視覚フィードバックの教材作成 

１２月１５日 松山康成先生によるモニタリング及び視覚的フィードバックへの助言 

１月１６日 
松山康成先生によるモニタリング及び取り組みへの助言 

研修：「教師と子どもの関わりを磨き上げる３つのアプローチ」 

３月 23日 学校研究報告会「学びのフェスタ」の実施 
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図１ 村浦新之助先生による研修「ポジティブ行動支援とは？」のスライド P39 

   

図２ 村浦新之助先生による研修「ポジティブ行動支援とは？」のスライド P４０ 

 

３．視覚的フィードバックの実践 

SW-PBS に関する第１回学校研究を９月２日に実施した。はじめに、研究部より SW-PBS の概要について説

明し、視覚的フィードバックの具体例を示した（図３、図４）。その後、学部教育目標を基に、各学級・担当場面にお

ける個別の教育目標を設定する活動を行った。 
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図３ 研究部による SW-PBSについての説明スライド 

 

図４ 研究部による視覚的フィードバック教材の例示スライド 

第２回学校研究は１０月２７日に実施した。特別非常勤講師である松山康成先生が、研究部員の学級における

視覚的フィードバックの取り組みを参観し、その内容について教職員全体に向けてフィードバックを行った（図５）。

その後、各教職員が実際に活用する視覚的フィードバック教材を作成する時間を設けた。教材作成にあたっては、

研究部が作成した 21種類のフォーマットを参考資料として提示した（図６）。 
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図５ 10/27松山先生によるフィードバック時に使用したスライド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 研究部が準備した視覚的フィードバック教材の一例 

 

第３回学校研究は１２月１５日に実施した。第２回と同様に、松山先生によるモニタリングとフィードバックを行っ

た。今回は研究部員以外の教職員も含め、計８学級の視覚的フィードバックの取組を対象とした。参観後には、そ

れぞれの取組に対する助言や改善点について、教職員全体に向けてフィードバックが行われた（図７）。 

キャラクター キャラクター 

キャラクター キャラクター 
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図 7 12/15松山先生によるフィードバック時に使用したスライド 

 

第４回学校研究は１月１６日に実施した。松山先生が各学部の授業を参観し、児童生徒への声かけや授業展

開の工夫について助言を行った。また、児童生徒の下校後には、教職員全体を対象として、「教師と子どもの関わ

りを磨き上げる３つのアプローチ」と題した講話を実施した（図８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図８ 1/１６ 松山先生が講話で使用したスライドの一部 

 

４． 学校研究報告会「学びのフェスタ」の実施 

３月２３日に、学校研究報告会「学びのフェスタ」を実施した。実施方法はポスター発表形式とし、研究部から６

題、各学年から各１題、上尾南分校から２題、自立活動専任から４題の計 24題を発表した。発表は、13時 40分

から 14時 50分までの時間を４つに区切り、各時間帯に６名ずつ発表する形式とした。各発表時間は、13時 40

分～13時 55分、14時 00分～14時 15分、14時 20分～14時 35分、14時 40分～14時 50分であっ

た。ポスターの作成にあたっては、研究部があらかじめフォーマットを作成し、各発表者に提示した（図９）。発表者

は、このフォーマットに準じて作成しても、独自の形式で作成してもよいものとした。また、ポスター発表の進め方や
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参加方法について理解を促すため、概要説明の動画を作成し、当日に視聴する時間を設けた。 

なお、「学びのフェスタ」という名称は校内で募集し、教職員の投票により決定した。実施にあたっては、ポスター

発表用の掲示物および３種類のタイムテーブルを事前に掲示し、参加者が発表内容や時間帯を確認できるように

した（図 10）。実際のポスター発表の様子を図 11に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ ポスター作成用フォーマットの一例 
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図 1０ 「学びのフェスタ」のポスターとタイムテーブル 
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図 1１ ポスター発表の様子 

５． データの収集と分析方法 

５－１． 教員の意識の変化 

視覚的フィードバックの実施が教職員の意識に与える影響を検討するため、学校研究に取り組む前（７月２４日

の研修前）と取り組んだ後（３月２３日の学校研究報告会後）にアンケート調査を実施し、その結果を比較した。ア

ンケート項目は、立元ら（2018）による小学校教諭の生徒指導領域における教職スキルの自己評価尺度を参考

に作成した（表２）。 

アンケートの結果は、jamovi 2.7.30 を使用して統計分析した。各設問項目について事前群と事後群の平均

値および標準偏差（ddof=1）を算出し、等分散を仮定しないWelchの t検定（両側）を用いて群間差の有意性

を検定した。有意水準は p<0.05 とし、p値は小数第 3位まで表示した。 
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表２ アンケート調査の質問項目 

Q1 最終的な結果だけではなく、子どもの努力や学びに焦点を当てている。 

Q2 やる気を出すご褒美を、個人の好みに合わせて設定している。 

Q3 児童・生徒の能力を信頼していることを表現している（伝えている）。 

Q4 ご褒美と社会的賞賛とを組み合わせる。（例：頑張ったねと伝えながら、シールを渡す） 

Q5 学業スキルや社会的スキルなど、子どもの個別の行動に従ってほめている。 

Q6 児童・生徒を叱る際に、どのような行動が望ましかったかを説明している。 

Q7 繰り返し指示する代わりに、非言語的な手がかりや取り組みやすい課題を準備するなど、注意を向

け直す方法を行っている。 

Q8 ご褒美となる具体的なリストを、あらかじめ児童・生徒と一緒に考えている。 

Q9 子どもが適切な行動を示したときに、頻繁に注目してほめている。 

Q10 課題に取り組んでいない子どもに対して、質問で名前を呼ぶ、隣に立つ、興味がもてるようなゲー

ムを作り出す、非言語的な合図を用いるなどして、注意を向けることができるよう工夫している。 

Q11 ご褒美を渡す行動の判断基準を、教師自身が守っているか確認している。 

Q12 時間の切り替えのために、見通しのよいスケジュールや日課を用意している。 

Q13 ポイントやチケット、シールなどが、ご褒美と交換できるなど、児童・生徒がやる気を引き出すご

褒美システムを用いている。 

Q14 明確なクラスのルールを設け、前もって子どもたちと話し合っている。 

Q15 児童・生徒の長所や上達したことに焦点を当てて、子どもや子どもたちに話している。 

Q16 クラスや個々の子どもに、どのような行動をすれば賞賛やご褒美が与えられるかを明確に説明して

いる。 

Q17 児童・生徒を叱る際に、その行動がなぜ不適切だったのかという理由を説明している。 

Q18「惜しい」行動に対してはご褒美を与えない。 

Q19 子どもたちの進歩を確認するための確認表を使用するときには、毎日クラスの子どもたちと表を見

るようしている。 

 

５－２． 学校研究（SW-PBS）に関する教職員アンケート調査 

 ３月２３日に教職員を対象として、Google フォームを用いた学校研究に関するアンケート調査を実施した。Q1 と

Q2 については全員に回答を求め、Q2 の質問で「できなかった」と回答した者には、その理由求め、アンケートを

終了した。一方、「できた」と回答した者には、Q3以降の質問への回答を求めた。Q2は「できた」「できなかった」

の選択肢で回答を求め、Q2 以外は５件法（１：全く思わない、５：とても思う）で回答を求めた。質問項目は表３に

示すとおりである。 
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表３ 学校研究に関するアンケート調査の質問項目 

Q1 SW-PBS の目的や考え方について、今年度の取組を通して理解が深まった。 

Q2 視覚的フィードバックに取り組むことができましたか。 

   「できなかった」と回答した者には、その理由を求め、アンケートを終了した。 

「できた」と回答した者には、Q3 以降の質問への回答を求めた。 

Q3 視覚的フィードバックの活用は、児童・生徒の行動理解や見通しの保持に役立つと感じている。 

Q4 自分の学級（担当場面）で、視覚的フィードバックを取り入れやすいと感じている。 

Q5 視覚的フィードバックを用いることで、児童の望ましい行動が増えたと感じている。 

Q6 視覚的フィードバックの運用方法（提示の仕方・タイミングなど）について、今年度の研修や共有

で理解が深まった。 

Q7 来年度以降も、視覚的フィードバックの実践を継続したいと思う。 

 

５－４． 学校研究報告会「学びのフェスタ」についてのアンケート調査 

 ３月 23日に、学校研究報告会「学びのフェスタ」の実施について教職員に対しアンケート調査を実施した。回答

は５件法（１：全く良くなかった、５：良かった）で行い、自由記述欄も設け、回答を求めた。 

 

Ⅲ． 結果 

１． 教員の意識の変化 

学校研究に取り組む前（事前）では 55名、学校研究に取り組んだ後（事後）では 61名から回答を得ることが

できた。事前と事後の各項目の平均値を算出し比較した（図１２）。さらに各項目の平均値と標準偏差を算出し、

Welch のｔ検定（両側、p＜0.05）により群間差の有意性を分析した。その結果、４項目が統計的に有意

差が確認された。該当項目は、「Q5：学業スキルや社会的スキルなど、子どもの個別の行動に応じてほめている」

「Q10：課題に取り組んでいない子どもに対して注意を向ける工夫をしている」「Q15:児童・生徒の長所や上達

したことに焦点を当てて話している」「Q19:子どもたちの進歩を確認するための確認表を毎日クラスで見るように

している」であった。以下に、有意差のあった各項目の平均値およびWelchの t検定の結果を示す（表４）。 

また、全 19項目の回答について、1項目あたりの平均得点を算出し、事前調査と事後調査の比較を行った。そ

の結果、平均得点は事前調査では3.73点（SD=0.51）、事後調査では3.94点（SD=0.49）であった。Welch

のｔ検定を用いて平均値の差を検討したところ、事前調査と事後調査の間に有意な差が認められた（表５）。 
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図１２ 教職員のアンケート結果の事前と事後での比較 

 

表４ 有意差（p<0.05）のあった４項目についての t検定の結果 

項目 事前平均 事後平均 t値 p値 

学業スキルや社会的スキルなど、子どもの個別の行動に応じて

ほめている 
4.273 4.607 -2.732 0.008 

課題に取り組んでいない子どもに対して注意を向ける工夫をし

ている 
3.818 4.098 -2.033 0.045 

児童・生徒の長所や上達したことに焦点を当てて話している 4.036 4.361 -2.417 0.017 

子どもたちの進歩を確認するための確認表を毎日クラスで見

るようにしている 
2.309 3.082 -3.265 0.001 

 

 

表５ 全 19項目における事前・事後の合計得点の比較 

 
平均得点 標準偏差 t値 p値 

事前 3.731 0.514 
-2.220 0.028 

事後 3.939 0.491 
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２． 視覚的フィードバックの実施 

学校研究を通して視覚的フィードバックに「取り組めた」と回答したのは５６名（8８．9%）、「取り組めなかった」

と回答したのは 7 名（１１．１%）であった（n=63，図１３）。取り組めなかった理由としては、「自分の学級（担当場

面）では、視覚的フィードバックを導入する必要性をあまり感じなかった。」が３件、「実態を考えると実施することが

難しかった。」が２件、「視覚的フィードバックを準備・運用する時間的余裕がなかった。」が１件、「視覚的フィード

バックの目的や効果について、十分に理解できていなかった。」が１件、「視覚的フィードバックを準備・運用する時

間的余裕がなかった。」が１件、「フィードバックを行う場面がなかったため」が１件であった。 

 
図１３ 視覚的フィードバックに取り組んだ教員の割合 

 

３． 学校研究（SW-PBS）に関する教職員アンケート結果 

Q1 および Q3～Q8 の回答の平均値を求め、その結果を表６に示す。Q1 については６３名から、Q３～Q8 につ

いては、視覚的フィードバックに取り組めたと回答した５６名から回答を得た。 

今年度の SW-PBS の取組を通して「SW-PBS の目的や考え方について理解が深まった」とする項目の平均

値は４．３８であり、4以上の肯定的回答は 59名、全体の 93.7％であった。このことから、多くの教職員が今年度

の取組を通して SW-PBSの考え方への理解を深めたことが示された。 

視覚的フィードバックに関する各項目を見ると、「視覚的フィードバックの活用は、児童・生徒の行動理解や見通

しの保持に役立つと感じている」の平均値は４．３８であり、4以上の肯定的回答は 50名、89.3％であった。また、

「視覚的フィードバックを用いることで、児童の望ましい行動が増えたと感じている」の平均値は 4.18、4 以上の

肯定的回答は 46 名、82.1％であった。これらの結果から、教職員は視覚的フィードバックの有用性を比較的高く

評価しており、児童生徒の望ましい行動の増加についても一定の効果を実感していたことがうかがえた。 

一方で、「自分の学級・担当場面で、視覚的フィードバックを取り入れやすいと感じている」の平均値は 3.98で

あり、4 以上の肯定的回答は 40 名、71.4％であった。他の項目と比較すると肯定的回答の割合はやや低く、視

覚的フィードバックの意義や効果を感じている一方で、実際の学級・担当場面に応じた導入や継続には、一定の

難しさを感じている教職員もいることが示された。 

来年度以降の継続意向については、「来年度以降も、視覚的フィードバックの実践を継続したいと思う」の平均

値が 4.21 であり、4 以上の肯定的回答は 49 名、87.5％であった。このことから、今年度の取組を通して、視覚

取り組めた

88.9%

取り組めなかった

11.1%
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的フィードバックを今後も継続して実践したいと考える教職員が多いことが明らかになった。 

 

表６ 学校研究（SW-PBS）に関するアンケート調査の結果 

項目 平均 

Q1 SW-PBSの目的や考え方について、今年度の取組を通して理解が深まった。 4.38 

Q3 視覚的フィードバックの活用は、児童・生徒の行動理解や見通しの保持に役 

立つと感じている。 
4.38 

Q4 自分の学級（担当場面）で、視覚的フィードバックを取り入れやすいと感じて 

いる。 
3.98 

Q5 視覚的フィードバックを用いることで、児童の望ましい行動が増えたと感じて 

いる。 
4.18 

Q6 視覚的フィードバックの運用方法（提示の仕方・タイミングなど）について、今 

年度の研修や共有で理解が深まった。 
4.16 

Q7 視覚的フィードバックに取り組むことができましたか。 4.21 

Q8 来年度以降も、視覚的フィードバックの実践を継続したいと思う。 4.21 

 

４． 学校研究報告会「学びのフェスタ」についてのアンケート結果 

「本日の学びのフェスタはどうでしたか」という項目について、５件法（1：全く良くなかった、5：とても良かった）

で回答を求めた。その結果、平均値は 4.54、標本標準偏差は 0.78 であった。回答の内訳は、「5：とても良かっ

た」が 42名、「4」が 16名、「3」が 2名、「2」が 3名、「1：全く良くなかった」が 0名であった。4以上の肯定的

回答は 58名であり、92.1％を占めた。特に、「とても良かった」と回答した者が 66.7%を占めており、ポスター発

表形式による実践共有の場が、多くの教職員に肯定的に受け止められたことがうかがえた（図１４）。 

自由記述では、ポスター発表形式の報告会について、各学年や他学部の実践を知ることができたこと、短時間

で多様な取組を共有できたこと、実践の工夫を学ぶ機会になったことなど、肯定的な意見が多く見られた。一方で、

聞きたい発表時間が重なってしまうこと、事前に発表内容が分かると選びやすいこと、発表や移動の時間配分を

工夫する必要があることなど、運営面に関する改善点も挙げられていた。 

 
図１４ 学びのフェスタについての満足度について 
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Ⅳ． 考察 

１． PBSの基礎知識の共有による肯定的支援意識の変化 

本研究では、SW-PBSの構築を目指す１年次の取組として、PBSに関する研修、視覚的フィードバックの実践、

特別非常勤講師によるモニタリングとフィードバック、さらに学校研究報告会「学びのフェスタ」による実践共有を

行った。その結果、教職員の肯定的支援スキルに関する全１９項目の平均得点は、事前調査の３．７３点から事後

調査の３．９４点へと上昇し、Welch のｔ検定により有意な差が認められた。特に、「子どもの個別の行動に応じて

ほめている」「課題に取り組んでいない子どもに対して注意を向ける工夫をしている」「児童・生徒の長所や上達

したことに焦点を当てて話している」「子どもたちの進歩を確認するための確認表を毎日クラスで見るようにして

いる」の４項目において有意差が認められた。これらの結果から、今年度の学校研究は、教職員が児童生徒の望

ましい行動や成長に注目し、肯定的に支援しようとする意識を高める契機となったと考えられる。ただし、多重比較

による過誤の可能性があるため、結果は確定的な効果ではなく、意識変化の可能性を示すものとして解釈する必

要がある。 

本研究で参考にした教職スキルの自己評価尺度は、児童生徒への日常的な指導スキルの向上や、具体的な

研修プログラムの必要性を背景として作成されたものである。立元ら（２０１８）は、小学校教諭の生徒指導領域に

おける教職スキルを測定する自己評価尺度を作成し、教師の日常的な指導行動を可視化することの意義を示し

ている。 本研究において全体平均が有意に上昇したことは、単に PBS について知識を得たという段階にとどまら

ず、教職員が自らの指導行動を振り返り、肯定的な関わりを意識するようになった可能性を示している。 

SW-PBS は、児童生徒の問題行動に対して事後的・個別的に対応するだけではなく、望ましい行動を明確にし、

それを教え、肯定的に強化し、学校全体で予防的に支援する枠組みである。庭山（2０２０）は、SW-PBSを教育シ

ステムに対する行動分析学的アプローチとして整理し、「実践」「システム」「データ」「成果」という４つの構成要

素から成ることを示している。また、日本における SW-PBS の普及に向けては、データに基づく意思決定システム

の開発や、教職員の実行を支える仕組みづくりが重要であると指摘している。 本研究で有意な変化が見られた４

項目は、いずれも児童生徒の行動を否定的に捉えるのではなく、望ましい行動や成長に注目し、それを具体的に

伝える支援行動に関わる内容であった。このことは、今年度の取組が、教職員の行動理解を「困った行動への対

応」から「望ましい行動を育てる支援」へと方向付けた可能性を示している。 

一方で、すべての項目に有意な向上が認められたわけではなかった。特に、ご褒美となる具体的なリストを児童

生徒と考えること、明確なルールを前もって共有すること、賞賛やご褒美が与えられる基準を明確に説明すること

など、より計画的・組織的な実践を必要とする項目については、短期間の研修や単年度の取組だけでは十分な変

化が生じにくかったと考えられる。田中（2020）は、SW-PBS においてデータに基づく意思決定を支える仕組み

の重要性を指摘しており、実践を継続的に改善するためには、実施状況や児童生徒の変化を記録し、共有するシ

ステムが必要であると述べている。 したがって、今年度の取組は PBSの基礎知識の理解と実践開始を促す段階

であり、次年度以降はそれを日常的に支える校内システムへと発展させる必要がある。 

この点において、次年度に予定している「１０分間ミーティング」は、今年度形成された肯定的支援意識を日常

実践に定着させるための重要な取組として位置付けられる。１０分間ミーティングは、週に１度、学年の教職員が集

まり、児童生徒の支援方法をポジティブな視点で 10分間で検討する取り組みである。この取り組みでは、児童生

徒の困難な行動を単に共有するのではなく、「どのような望ましい行動を増やしたいのか」「その行動が生じやす

い環境をどのように整えるか」「どのように肯定的にフィードバックするか」を検討することが重要である。これは、

SW-PBSにおける継続的な問題解決の考え方と重なっていると考える。 
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以上より、今年度の学校研究は、PBS の基礎知識を共有し、教職員の肯定的支援意識を高める基盤形成とし

て一定の成果があったと考えられる。しかし、意識の変化を持続的な実践へとつなげるためには、日常的に児童生

徒の行動を振り返り、支援方法を検討する仕組みが不可欠である。次年度の 10分間ミーティングは、その仕組み

を学年単位で具体化する取組として重要な意義をもつと考えられる。 

 

２． 視覚的フィードバックによる PBS実践の具体化と継続的改善の必要性 

本研究では、SW-PBS の理念を日常実践に結び付ける具体的な手立てとして、視覚的フィードバックの実践に

取り組んだ。その結果、視覚的フィードバックに「取り組めた」と回答した教職員は、全回答者の 88.9％を占めた。

また、「視覚的フィードバックの活用は、児童・生徒の行動理解や見通しの保持に役立つと感じている」の平均値

は４．３８、「視覚的フィードバックを用いることで、児童の望ましい行動が増えたと感じている」の平均値は４．１８で

あった。これらの結果から、多くの教職員が、視覚的フィードバックを児童生徒の行動を支える有効な手立てとして

受け止めていたことが示された。 

視覚的フィードバックは、児童生徒にとって、望ましい行動や達成状況を分かりやすく示す手立てである。特別支

援学校に在籍する児童生徒の中には、言語による説明だけでは見通しをもちにくい児童生徒や、自分の行動がど

のように評価されているのかを理解しにくい児童生徒もいる。そのため、確認表、シール、ポイントカード等、視覚的

に望ましい行動や達成状況を示すことは、児童生徒の理解を助けるとともに、教職員が肯定的に関わる機会を増

やすことにつながると考えられる。国内の PBS実践研究においても、望ましい行動を明確化し、それを児童生徒が

分かる形で提示し、肯定的に強化することの重要性が示されている。大久保ら（２０２０）は、公立小学校における

SWPBS 第１層支援の実践において、学校全体で望ましい行動を設定し、児童の行動を肯定的に支援する取組

の効果と社会的妥当性を検討している。 また、松山・三田地（２０２０）は、高等学校における SWPBS第１層支援

として、Good Behavior Ticketや Positive Peer Reportingを用いた実践を報告しており、学校全体で肯定

的な行動に注目する仕組みをつくることの意義を示している。 これらの研究と同様に、本研究における視覚的フィ

ードバックは、児童生徒の望ましい行動を可視化し、教職員がそれを肯定的に捉えるための手立てとして機能した

と考えられる。さらに、本研究では、「子どもたちの進歩を確認するための確認表を毎日クラスで見るようにしてい

る」という項目において、事前から事後にかけて有意な向上が認められた。この項目は、視覚的フィードバックの実

践と強く関連していると考える。子どもたちの進歩を確認表等で可視化することは、教職員が児童生徒の小さな

変化や望ましい行動に気付きやすくなるだけでなく、児童生徒自身が自分の成長を確認する機会にもなる。した

がって、視覚的フィードバックは、児童生徒に対する支援手立てであると同時に、教職員の視点を肯定的な方向へ

転換するツールとして機能した可能性がある。 

知的障害特別支援学校における PBS 実践に関しては、下岡・大河・庭山（2023）が、小学部１・２年生学級に

おいて学級規模ポジティブ行動支援を実践し、学級目標や目標行動を設定したうえで、行動を引き出し強化する

ための環境設定を工夫した実践を報告している。この実践は、特別支援学校においても、児童の実態に応じて目

標行動を設定し、それを引き出す環境を整えることが重要であることを示している。本研究における視覚的フィード

バックも、児童生徒の実態に応じて目標行動を明確化し、肯定的に支援する取り組みであり、特別支援学校にお

ける PBS実践の具体化として位置付けることができる。 

一方で、「自分の学級・担当場面で、視覚的フィードバックを取り入れやすいと感じている」の平均値は３．９８で

あり、他の項目と比較するとやや低かった。また、視覚的フィードバックに取り組めなかった理由として、「導入する

必要性をあまり感じなかった」「児童生徒の実態を踏まえると実施が難しかった」「準備・運用する時間的余裕が
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なかった」などが挙げられていた。このことから、視覚的フィードバックの有用性は共有されつつあるものの、学級

や担当場面の実態に応じてどのように導入し、継続するかについては課題が残されていると考えられる。 

この課題に対して、次年度の１０分間ミーティングは、視覚的フィードバックを含む支援方法を継続的に改善して

いく場として重要である。視覚的フィードバックは、教材を作成して使用すれば完了するものではなく、児童生徒の

反応を見ながら、目標行動、提示方法、強化のタイミング、フィードバックの内容を調整していく必要がある。週１回

の１０分間ミーティングにおいて、「増やしたい望ましい行動は何か」「今の支援は児童生徒に伝わっているか」

「負担なく継続できる方法になっているか」「次にどのような工夫を試すか」を検討することで、視覚的フィードバッ

クの実践をより児童生徒の実態に即したものへ改善していくことができると考える。 

以上より、今年度の視覚的フィードバックの実践は、PBSの考え方を具体的な支援行動として共有するうえで有

効であったと考えられる。一方で、実践の定着には、個々の教職員の努力に依存するのではなく、学年単位で支援

を検討し、実施状況を振り返る仕組みが必要である。次年度の１０分間ミーティングは、視覚的フィードバックを一

過性の取組にとどめず、継続的な支援改善へと発展させるための重要な場になると考えられる。 

 

３． 「学びのフェスタ」による実践共有と協働的な学校研究への発展 

本研究では、年度末の学校研究報告会として「学びのフェスタ」を実施し、ポスター発表形式により各学年・分

掌等の取組を共有した。その結果、学びのフェスタの満足度を問う項目の平均値は４．５４であり、4以上の肯定的

回答は 58 名、全体の 92.1％を占めた。このことから、学びのフェスタは、教職員にとって満足度の高い実践共有

の場であったと考えられる。学びのフェスタの意義は、各学年や分掌で行われた実践を可視化し、学校全体で共

有できた点にある。ポスター発表形式では、発表者と参加者が近い距離で対話しながら実践を共有することがで

きる。そのため、一斉発表形式に比べ、参加者が自分の関心に応じて発表を選び、質問や意見交換を行いやすい。

自由記述においても、他学年や他学部の実践を知ることができたこと、短時間で多様な取組を共有できたこと、実

践の工夫を学ぶ機会となったことが肯定的に評価されていた。このような実践共有は、教職員の協働的な学びや

学校改善の観点からも重要である。福畠（2017）は、専門職の学習共同体（PLC）の構成要因を検討し、教師の

協働を軸にしながら、校長のリーダーシップや物的リソースなど、学校経営全体を視野に入れて考える必要性を

指摘している。 また、熊谷・藤井（2019）は、特別支援学校において専門性の継承・向上を個人の問題として捉

えるのではなく、学校が組織として専門性を継承・向上できるような学校文化を醸成することが重要であると述べ

ている。 これらの知見を踏まえると、学びのフェスタは、単なる研究成果の発表会ではなく、教職員が互いの実践

を参照し、学び合うための校内の協働的な学習機会として機能したと考えられる。 

また、学びのフェスタでは、各学年や分掌が自分たちの実践をポスターとして整理する過程があった。この過程

では、児童生徒の実態、支援のねらい、具体的な手立て、児童生徒の変化を言語化する必要がある。これは、実践

を振り返り、PBS の視点から意味付け直す作業である。つまり、学びのフェスタは、発表当日の共有だけでなく、発

表準備の過程においても、教職員の省察を促す機会であったと考えられる。 

一方で、自由記述では、聞きたい発表時間が重なること、事前に発表内容が分かると選びやすいこと、発表時

間や移動時間の設定に改善の余地があることなど、運営面の課題も示された。これらの課題は、実践共有の機会

をより効果的にするための改善点である。次年度以降は、発表概要の事前共有、ポスター掲示期間の延長、発表

資料の蓄積、同一発表を複数回聞ける時間設定などを検討することで、より多くの教職員が多様な実践にアクセ

スできるようになると考えられる。 

さらに、次年度の１０分間ミーティングは、学びのフェスタで形成された実践共有の文化を、日常的・継続的な協
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働へと発展させる取組として位置付けられる。今年度の学びのフェスタが年度末に実践を共有する「発表の場」

であったのに対し、１０分間ミーティングは、週１回の短時間で児童生徒の支援について話し合う「継続的な実践

改善の場」である。すなわち、今年度は実践を可視化して共有する段階であり、次年度は、その共有を日常的なチ

ーム支援と問題解決に発展させる段階であるといえる。 

以上より、学びのフェスタは、教職員が互いの実践から学び合い、学校全体で PBS の視点を共有する有効な

機会であったと考えられる。次年度は、学びのフェスタで共有された実践知を、１０分間ミーティングを通して日常

的な支援改善へとつなげていくことが求められる。 

 

Ⅴ． 総合考察 

本研究は、SW-PBS の構築を目指す１年次の取組として、PBS の基礎知識の共有、視覚的フィードバックの実

践、特別非常勤講師によるモニタリングとフィードバック、学校研究報告会「学びのフェスタ」による実践共有を行

ったものである。その結果、教職員の肯定的支援スキルに関する自己評価は事後に有意に向上し、視覚的フィード

バックに取り組んだ教職員は全体の約９割に達した。また、学びのフェスタに対する満足度も高く、学校全体で実

践を共有する機会として肯定的に受け止められていた。これらの結果から、本研究の意義は、SW-PBS の理念を

教職員に周知するだけでなく、視覚的フィードバックという具体的な実践を通して、児童生徒の望ましい行動を支

える関わり方を学校全体で共有し始めた点にある。庭山（2020）は、SW-PBS を教育システムに対する行動分

析学的アプローチとして整理し、学校全体で望ましい行動を支えるためには、「実践」だけでなく、それを支える

「システム」「データ」「成果」の視点が必要であると述べている。 本研究において、研修、教材作成、モニタリング、

実践共有を組み合わせたことは、SW-PBS の導入初期における校内システムづくりの一歩であったと考えられる。 

国内の SW-PBS実践研究においても、学校全体で望ましい行動を明確化し、それを肯定的に支える取組の有

効性が報告されている。大久保ら（2020）は、公立小学校における SWPBS 第１層支援の効果と社会的妥当性

を検討し、学校全体での肯定的行動支援の意義を示している。 また、松山・三田地（2020）は、高等学校におけ

る SWPBS第１層支援の実践を報告し、Good Behavior Ticketや Positive Peer Reportingの活用を通し

て、望ましい行動に注目する学校全体の仕組みを検討している。 さらに、鳥飼・庭山（2025）は、公立中学校にお

いて２年間にわたり SWPBS 第１層支援を実装し、生徒の問題行動発生率や心理的問題への効果を検証してい

る。 これらの研究は、SW-PBSが特定の校種に限定されるものではなく、学校全体で望ましい行動を支える仕組

みとして展開可能であることを示している。 

一方で、特別支援学校においては、児童生徒一人ひとりの障害特性や教育的ニーズに応じた個別支援が重視

される。このことは特別支援教育の重要な強みであるが、支援が個別化されるほど、教職員間で支援の視点や基

準が共有されにくくなり、対応が属人的になる可能性もある。下岡・大河・庭山（2023）は、知的障害特別支援学

校における学級規模ポジティブ行動支援の実践を報告し、児童の実態に応じて学級目標や目標行動を設定し、そ

れを引き出し強化するための環境設定を工夫することの重要性を示している。 本研究においても、視覚的フィード

バックという共通テーマを設定することで、個々の児童生徒の実態に応じた支援を尊重しつつ、学校全体で共有

可能な実践の方向性を示すことができたと考えられる。 

また、本研究の結果から、SW-PBS の構築には、理念の共有、具体的実践、実践の振り返りと共有という段階

的な取組が必要であることが示唆された。単にPBSの考え方を研修で学ぶだけでは、日常の支援行動に十分結

び付かない可能性がある。そこで今年度は、視覚的フィードバックという具体的で取り組みやすい実践を設定し、

教材作成、モニタリング、フィードバック、実践発表を組み合わせた。田中（2020）が指摘するように、SW-PBS を



令和７年度 上尾特別支援学校 学校研究 報告書 

支えるためには、データに基づく意思決定の仕組みが重要である。 本研究では、教職員の意識調査、視覚的フィ

ードバックの実施状況、学びのフェスタの満足度を把握したが、今後は児童生徒の行動変容や支援の実行度をよ

り継続的に記録し、支援改善に活用していく必要がある。 

この点において、次年度の学校研究として予定している「１０分間ミーティング」は、今年度の成果を発展させる

上で重要な取組である。１０分間ミーティングは、週に１度、学年の教職員が集まり、児童生徒の支援方法につい

てポジティブな視点から話し合う取り組みである。この取り組みは、SW-PBS における「データに基づく継続的な

問題解決」の校内版として位置付けることができる。つまり、児童生徒の困難な行動を単に報告するのではなく、

「どのような望ましい行動を増やしたいのか」「その行動が生じやすい環境をどのように整えるか」「どのように肯

定的にフィードバックするか」を学年単位で検討することで、PBS の視点を日常的な支援行動に接続することが

できる。さらに、１０分間ミーティングは、教職員の協働的な学びを促進する取組としても意義がある。福畠（2017）

は、PLC の構成要因を検討する中で、教師の協働を軸とした学校経営全体の視点の重要性を指摘している。 ま

た、熊谷・藤井（2019）は、特別支援学校における専門性の継承・向上について、個々の教員の専門性のみに依

存するのではなく、学校が組織として専門性を継承・向上できる学校文化を醸成することが重要であると述べて

いる。 １０分間ミーティングは、短時間であっても定期的に支援について話し合う場を設けることで、教職員が孤

立せず、チームとして児童生徒の支援を検討する仕組みとなる。特に、学年単位で実施することにより、児童生徒

の日常の様子をよく知る教職員同士が、具体的かつ実行可能な支援方法を共有しやすくなる。 

次年度以降は、１０分間ミーティングを単なる情報交換の場にとどめず、学校研究として分析可能な取組にして

いくことが重要である。そのためには、各ミーティングで「増やしたい望ましい行動」「実施した支援」「実施できた

かどうか」「支援の手応え」「支援の負担感」「次に試す工夫」などを簡潔に記録することが求められる。記録を蓄

積することで、教職員がどのような支援を検討し、どの程度実施し、どのような変化を感じたのかを把握することが

できる。また、年度末の学びのフェスタ等でその成果を共有することで、日常的な支援検討と学校全体での実践

共有を循環させることが可能になる。 

以上を踏まえると、本研究は、特別支援学校における SW-PBS 構築の初年度として、教職員の肯定的支援意

識を高め、視覚的フィードバックという具体的実践を広げ、実践を共有する基盤を形成した点に意義がある。そし

て、次年度に予定している１０分間ミーティングは、この基盤を日常的な支援改善へと発展させる取組である。今

後、10 分間ミーティングを通して、児童生徒の望ましい行動に焦点を当てた支援の検討、実践、振り返りを継続す

ることで、SW-PBS の考え方が学校文化として定着し、児童生徒が安心して学び生活できる学校環境の形成に

つながると考えられる。 
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